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医療の「2025年問題」とは？
～日本の医療は欧米と比べてどんな特徴があるのか～

日本では高齢化が進み、社会保障制度、その中でも医療制度への関心が高まっています。特に人口

ボリュームが大きい「団塊の世代（1947～49年生まれ）」が後期高齢者(75歳)に達することにより、医

療費などの社会保障費の急増が懸念されている問題を「医療の2025年問題」と呼んでいるようです。

高齢化の影響を受けやすい医療費！
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2025年には、65歳以上の高齢者の割合は約3.3人に１人、75歳以上の割合は約5.6人に1人になると予

想されており、日本は今まで経験したことのない超高齢社会に直面することになります。ではこの先、医療

費はどのくらい増加するのでしょうか？

国民の医療費は、最近はやや拡大ペースは鈍ったものの、高齢化を背景に着実に増加しており、2016年

度の国民医療費※1は約42兆円で、国内GDP（国内総生産）の約8％を占めています。2025年には約58兆

円※2に拡大すると見られています。また年齢階層別に見てみると、75歳以上の1人当たり年間医療費

（2017年度）は65歳未満の医療費の約5倍となっています。そのため「このまま放置しておけば、後期高齢

者の急増により医療費が爆発的に増えるのでは？」と懸念されているわけです。

国際比較した日本の順位は1位が多いが・・・

一方で高齢者への医療はやや過剰なのではな

いかとの意見も聞かれます。そこで、日本の医療

が他の先進国などと比較してどのような特徴が

あるのかを見てみましょう。

OECD（経済協力開発機構）は加盟国の医療

制度について、国際比較データを年次で提供し

ており、図表は日本の順位をまとめたものです。

※1 国民医療費は医療保険などによる給付のほか、公費負担、患者負担を含めた医療費の合算
※2 健康保険組合連合会の推計値

※調査年は③④は2018年、⑬は2010～2014年、その他は2017年（もしくは直近年)
※対象国は①～④、⑥～⑧、⑫は36カ国、⑨は35カ国、⑩は34カ国、⑤⑪は33カ国、⑬は32カ国

（出所）「OECD Health Statistics 2019」より三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

医療関連項目 順位

寿
命

①平均寿命（男女合計） 1位

②乳児死亡率の低さ（％） 1位

コ
ス
ト

③医療費対GDP比率（％） 6位

同 公的支出対GDP比率 5位

同 自己負担対GDP比率 24位

④一人当たり医療費（米ドル） 15位

イ
ン
フ
ラ

⑤病院数（人口百万人当り） 2位

⑥医師数（人口千人当り） 32位

⑦看護師数（人口千人当り） 10位

⑧病床数（人口千人当り） 1位

⑨CT台数（人口百万人当り） 1位

⑩MRI台数（人口百万人当り） 1位

ケ
ア

⑪一人当たり受診回数 2位

⑫入院患者の平均在院日数 1位

⑬乳がん患者の術後5年生存率 3位

【図表】医療関連データの国際比較
（OECD加盟国内での日本の順位）
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充実したインフラと医療技術が日本医療の特徴

医療費負担率の引き上げには副作用も考えられます。

先行き不安から消費行動をさらに委縮させる可能性もあり、

経済への影響については注視していく必要がありそうです。

① 日本のインフラの充実度、医療の質はトップレベル

乳児死亡率やがん生存率、設備の充実度、平均寿命などをみても日本のインフラ充実度、医療技術レ

ベルはかなり高い。

② 極端に少ない医者の数

医療設備・インフラを充実させることで高度な医療を提供している反面、医者の数は劣後している。

③ 医療費の総額は世界の上位に位置

一人当たり医療費はそれほど高くはないものの、対GDP比では世界上位の医療費となっている。

公費負担の割合が大きく自己負担割合は比較的小さい。

また、病床数やCT・MRIの設置台数、入院患者の在院期間などは世界でも断トツの1位になっていること

が特筆すべき点です。つまり慢性的な医者不足のなか、世界に類をみないほどの手厚い医療を施しており、

その費用についてはかなりの部分を公的支出で賄っている姿が見えてきます。
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医療にもコスト負担の見直しや生産性向上が必要との指摘も

OECDは日本の医療の質の高さを認めつつも、設備が充実している割には稼働率が低いことや、病院内

で必要以上の長期ケアを行っている点などから、生産性を高めることが急務であると指摘しています。

加えて日本の場合、高額な医療費の割には自己負担の割合が比較的軽いという特徴もあり、やはり高齢

者の医療費自己負担割合の見直しは喫緊の課題のようです。

今般、政府は一定所得以上の後期高齢者に関し、2022年度までに外来診療の窓口負担を原則1割から2

割に引き上げる方針を示しています。
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